
行政視察報告書 

 

 

行政視察の結果について、下記のとおり報告します。 

 

令和 8 年 5 月 11 日 

 

光市議会議長 森戸 芳史 様 

 

 議員 小林 隆司 

 

記 

 

１ 調査年月日  ①令和８年４月２１日（火） １３：３０～１５：００ 

         ②令和８年４月２２日（水） １３：００～１４：３０ 

 

２ 調査市等     ①長崎県島原市 

         ②福岡県飯塚市 

          

３ 調査結果   別紙のとおり  



調査結果① 

日 時 令和 8年 4月 21 日（火）、13：30～15：00 

 

調 査 市

等 
長崎県島原市 

調 査 事

項 
公共交通（予約・あいのり・たしろ号） 

説 明 者 政策企画課 平川 健太氏 等 

＜奈義町の概要＞ 

島原市は、長崎県南東部の市で、有明海に面している。面積はおよそ 82.8 平方キロメ

ートルで、島原半島全体の約 2 割を占めている。西側には雲仙岳を中心とする山地がそ

びえ、東側は有明海に向かって比較的平坦な地形になっている。人口は 39,687 人（2026

年 4月 1 日時点）で、行政や生活の拠点機能が集約されている。 

 

＜予約・あいのり・たしろ号の沿革＞ 

令和 3年 5月 12 日、島原鉄道株式会社から島原市に対し「島原市内のバス路線を廃止

する」旨の発表があった。この発表を受けて、島原市は、島原鉄道や関係機関と協議し、

地域の公共交通を維持するとの方針を示した。 

・コミュニティバス「たしろ号」の運行形態を見直すことによる利便性の向上 

・高齢者や免許返納者などの「生活の足」を確保 

従来の予約制定路線型だったたしろ号を、令和 3 年 10 月からデマンド運行へ切り替

え、市内全域の停留所を細かく設定してカバーする今の姿になっている。 

 

＜予約・あいのり・たしろ号の課題＞ 

① コストと財源の負担 

たしろ号は、デマンド運航によって利用者が大幅に増えている一方、運行経費が増加

傾向にある。また、人件費や原油価格の高騰により、25 年度の事業費は前年比で 15.5%

増加（約 800 万円）した。 

② オペレーターと事業者の体制 

市内の複数事業者がデマンド運行に参加し、AI 予約システムを活用して配車してい

る。予約受付や配車調整にかかる事務負担の増や参加事業者ごとの稼働バランスや収

入の公平感、さらにドライバー不足の中でバスの台数とシフト維持が課題である。 

③ デジタル利用と高齢者への配慮 

たしろ号は、スマホやウェブからも予約できる一方、高齢者やデジタル機器が苦手な

人向けに電話予約も併用している。利用方法の周知や相談対応といった、デジタルと

アナログの両立が求められる。 



 

 

 

＜質疑＞ 

Q1 2026 年 3 月 17 日現在、本事業では EV たしろ号を含む 8 台体制で運行している

が、自動車整備をはじめとする年間のランニングコストをお示しください。 

A1 本事業のランニングコストは、運行事業費補助金 4,560 万円、予約システム保守

委託料 330 万円、予約受付業務委託料 1,160 万円、消耗品・通信運搬費等 70 万

円、総計 6,120 万円である（財源内訳：特別交付金 4,920 万円、市負担 1,220 万

円）。 

Q2 全国的にバス運転手が不足している中、本事業のバス運転手の確保状況、ならび

に運転手確保に向けた取組をお示しください。 

A2 本事業のバス運転手は 43人で、本来の定員から 15人不足している。また、運転

手確保の取組としては、バスの運転体験会を定期的に開催している。 

Q3 島原市は、2024 年 11 月 1 日から 2025 年 1 月 31 日まで、EV たしろ号による実

証実験を実施した。これは CO2 排出量削減と最適な運行形態の検証を目的とし



ており、福岡工業大学等と連携して走行データを収集・分析したとあるが、その

結果をお示しください。 

Q4 2024 年 11 月 1日から 2025 年 1月 31 日まで、福岡工業大学等との連携のもと、

走行・バッテリー使用量等のデータ収集、燃費、排出ガス削減効果を分析した。

その結果、燃料費は半分以下、CO2 排出量は約 6割削減できた。 

 

＜所感＞ 

 予約・あいのり・たしろ号は、従来の路線バスの一部を置き換える形で導入されたデマ

ンド型の乗合交通で、事前予約して同じ方向にむかう人同士が相乗りする仕組みである。

これは市民のニーズを的確に捉え、環境への配慮や財政負担の軽減にもつなげている。一

方、人件費や物価高騰等の影響による事業費の増加、また運転手不足によるバスの便数が

減少している。 

光市では、一部の地域において交通空白地帯があり、ここに本事業を導入すれば、市民

に大きなメリットもあり、さらに環境負荷への軽減にもつながることから、前向きに検討

することが必要と感じた。 

 

  



調査結果② 

日 時 令和 8年 4月 22 日（水）、13：00～14：30 

 

調 査 市 等 福岡県飯塚市 

調 査 事 項 公共施設マネジメント 

説 明 者 財産活用課 大田 智広氏 等 

＜飯塚市の概要＞ 

飯塚市は、福岡県の中心部に位置しており、県内で 4 番目に人口が多く（令和 8年 4月

1 日時点：123,098 人）、長崎街道の宿場町、筑豊炭田時代の中心地など、歴史的な変遷を

背景に、市内に 3つの大学を有している「学園都市」である。歴史文化財として、九州の

炭鉱王・伊藤伝右衛門と筑紫の女王・柳原白蓮が過ごしたお屋敷である旧伊藤伝右衛門邸

や、昭和 6年に完成し、現代も興業が行われている木造二階建ての劇場「嘉穂劇場」など

がある。 

 

＜公共施設等の現状と課題＞ 

  飯塚市が保有する建築物の人口 1 人あたりの公共施設等の延床面積をみると令和 4

年度は 5.81 ㎡／人であり、平成 25年度の 6.03 ㎡／人から削減傾向にある。 

  公共施設の内訳をみると、特に公営住宅の延床面積が類似団体の平均値の約 1.6 倍、

小中学校の延床面接も平均値の 1.3 倍となっており、他市と比べて多い状況にある。 

  九州地方における類似団体と比較すると、平均値 4.18 ㎡／人と比較して約 1.4 倍に

なっている。 

  本市が保有する建築物の築年別の延床面積の状況をみると、全体の 66.8%、おおよそ

3 分の 2 の建物が建築後 30 年以上経過している。 

  総務省の簡易推計モデルで建築物の今後 30年間の大規模研修・更新費用を算出する

と、物価高の影響総額で 2,672 億円（市立病院、卸売市場、オートレース場含む）と

なっており、平均すると年間 89 億円が必要となる。現有施設をそのまま維持更新し

た場合、年間 19 億円が不足する。 

 



 

  

 

＜質疑＞ 

Q1 第 1 次・第 2 次の公共施設等総合管理計画の中で、すでにいくつかの施設につ

いて統廃合や用途廃止が行われてきたが、具体的な取組をお示しください。 

A1 楽市保育所の用途廃止等による床面積縮減、老朽施設の集約や複合化による削

減、さらに小中学校再編に合わせた周辺施設の見直しに取り組んだ。 

Q2 市民参画による見直しを推進するとあるが、具体的な取組をお示しください。 

A2 公共施設等の縮減や再編にあたっては、施設カルテなどを活用して、現状の見え

る化を行い、市民に広く公表することで情報を共有する。 

Q3 公共施設等の最適化について、限られた財源をより効率的、かつ効果的に活用す

るためには、周辺市町との連携を必要と考えるが、見解をお示しください。 

A4 近隣市町村などと広域的な連携を推進し、公共施設等の相互利活用を行うこと

で、利用者の利便性向上と施設の稼働促進を図っていく。 

 

＜所感＞ 

飯塚市は「公共施設等のあり方に関する基本方針」を早い段階から持ち、現在は第 3次

の基本方針や総合管理計画を整備している自治体である。令和 5 年の総務省指針改定を



踏まえた第 3 次基本方針をまとめ、市民意見も募りながら見直しを進めている点が特徴

的である。一方、実際の個別施設の再編や廃止、複合化など「現場での実行」が今後本格

化していく段階であり、計画と住民ニーズ、地域コミュニティの維持をどう両立させてい

くかが大きな課題として残っているように伺える。 

現在、光市では、「光市公共施設等総合管理計画」を定めて、公共建築物とインフラを

一体で管理する方針を示しているが、計画通りに進捗していない状況が伺える。既に取り

組んでいるとは思うが、市の現状と課題を広く市民に広報し、今後の未来をより明確に見

せることが必要と考える。また、限られた財源をより効率的、かつ効果的に活用するた

め、公共施設の相互利用など、近隣市町の緊密な連携が必要である。 

 


